
 

 

 

 

第１３期鳥取市校区審議会 

 

中間まとめ 

 

 

            

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２９年１０月３１日 



 

 

目  次 

≪一覧表≫ 議論が必要な学校区に関する検討課題整理 

はじめに・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  Ｐ １ 

１ 鳥取市の教育、児童・生徒数等の状況について 

（１）鳥取市の教育について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ ２ 

（２）鳥取市の児童数・生徒数の推移について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ ３ 

２ 審議の根拠となる学校配置と校区設定の基準・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ ４ 

（１）学校規模に関する基準・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ ６ 

（２）通学区域に関する基準・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ ６ 

（３）適正配置に関する基準・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ ６ 

３ これまでの審議概要 

（１）徳尾・古海地内分譲宅地造成工事に伴う開発予定地における通学区域について・・・・Ｐ ７ 

（２）江山中学校区の学校のあり方について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ ７ 

（３）千代川以西エリアの学校のあり方について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ ８ 

（４）他のエリア等に関する現状と課題・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ ９ 

① 全エリア 

② 気高中学校エリア 

③ 中心市街地エリア 

④ 河原中学校エリア 

⑤ 小規模小学校 

 

 



 

 

≪一覧表≫ 議論が必要な学校区に関する検討課題整理 

 

◇議論が必要な学校区 

エリア 懸念される項目 基準 検討課題 選択肢の一例 

① 全中学校エリア めざす子ども像 

「ふるさとを思い 志をもつ子」の実現 

― ・魅力ある学校づくり、地域とともにある学校づ

くりを推進するにはどうすればいいか。 

・検討組織の立ち上げ 

・コミュニティ・スクールの推進 

・中学校区における小中連携・小中一貫教育の促進 等 

 

◇早急な議論が必要な学校区 

エリア 懸念される項目 基準 検討課題 選択肢の一例 

② 江山中学校エリア 

（神戸小、美和小も含む） 

小規模化に伴う教育効果 Ⅰ-1 ・江山中学校区として小規模化に伴って懸念され

る教育効果の課題をどのように解決するのか。 

 

・小規模校転入制度の導入 

・小中一貫校（義務教育学校） 

・中中連携（集合授業） 

・教育情報環境の整備    

・学校の統廃合 等 

③ 千代川以西エリア 

（城北小、大正小、世紀小） 

通学上の安全面 

適正配置に関する項目 

大規模化に伴う教育効果 

Ⅰ-2 

Ⅲ-1 

Ⅲ-2 

Ⅲ-3 

 

・現在の学校より近くに別の学校があること、通

学路に危険（交通量の多い道路、橋）があるため、

学校生活に支障をきたしている点をどのように

解消するのか。 

・教室数の不足など施設面の課題をどのように解

消するのか。 

・小小連携の強化（集合授業） 

・通学区域制の弾力的運用 ≪※1≫ 

・学校選択可能な調整区域の設定 ≪※2≫ 

・中学校選択制 

・検討組織の立ち上げ 

・通学区域の再編成 等 

④ 気高中学校エリア 

（宝木小、瑞穂小、逢坂小、浜村

小も含む） 

小規模化に伴う教育効果 Ⅰ-1 ・気高中学校区として小規模化に伴って懸念され

る教育効果の課題をどのように解決するのか。 

 

・検討組織の立ち上げ 

・小規模校転入制度の導入      

・小中一貫校の設置 

・西部地域の小小連携（集合授業）の促進 

・教育情報環境の整備 

・ふるさと教育カリキュラムの導入   

・学校の統廃合 等 

⑤ 中心市街地エリア 

（久松小、醇風小、遷喬小、日進

小、富桑小、明徳小、美保小） 

適正配置に関する項目 

小規模化に伴う教育効果 
Ⅰ-1 

Ⅲ-1 

Ⅲ-4 

Ⅲ-5 

 

・中心市街地の空洞化が指摘されている中、狭い

範囲に学校があることと、小規模化に伴う教育効

果の課題をどのように解決するのか。 

 

・小小連携（集合授業）の強化 

・通学区域制の弾力的運用 ≪※1≫ 

・学校選択可能な調整区域の導入 ≪※2≫ 

・複数校区での管理運営部門の統合（キャンパス方式）  

・学校の統廃合 

・検討組織の立ち上げ 

・通学区域の再編成 等   

⑥ 河原中学校エリア 

（西郷小、散岐小・河原第一小も

含む） 

小規模化に伴う教育効果 Ⅰ-1 ・河原中学校区として小規模化に伴って懸念され

る教育効果の課題をどのように解決するのか。 

・検討組織の立ち上げ 

・小規模校転入制度の導入      

・小中一貫校の設置 

・小小連携（集合授業）の促進 

・教育情報環境の整備 

・ふるさと教育カリキュラムの導入   

・学校の統廃合 等 

⑦ 小規模小学校 

（東郷小、明治小、佐治小） 

小規模化に伴う教育効果 Ⅰ-1 ・各小学校区として小規模化に伴って懸念される

教育効果の課題をどのように解決するのか。 

 

・検討組織の立ち上げ 

・魅力ある学校づくり（教育特例校制度等）への取り組み 

・学校間交流学習等の強化 

・小規模校転入制度の効果的な運用と制度の充実 

・学校の統廃合 等 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇基準についての分類 

５学級以下 小規模化により教育上の課題がある場合

(将来予測も含む)

２５学級以上 大規模化により教育上の課題がある場合

(将来予測も含む) ※教室数の不足など施設面の課題も含む

Ⅱ-1 通学距離・時間が長い

Ⅱ-2 通学手段の検討を要する

Ⅲ-1 現在の学校より近くに別の学校があり、保護者などから要望や苦情がある

Ⅲ-2 通学路に危険がある(交通量の多い道路、橋、踏切等）

Ⅲ-3 校区と自治会が整合しない地域

Ⅲ-4 中心市街地の狭い範囲に学校がある

Ⅲ-5 その他地区から要望がある

Ⅲ 　適正配置に関する項目

Ｉ-1

Ｉ-2

学校・学級規模に
　関する項目

Ⅰ

Ⅱ 　通学に関する項目



 

 

第１３期鳥取市校区審議会 中間まとめ 

 

平成２９年１０月３１日 

                                鳥 取 市 校 区 審 議 会 

はじめに 

今期（第１３期）校区審議会の審議の基本姿勢は、①校区の現状・課題やその対応策等の様々な情報を

地域・保護者・学校に提供し、②地域において学校のあり方を考える検討組織づくりを推進し、③そこで

導き出された方向性を尊重することにある。 

校区審議会におけるこれまでの審議の経緯は以下の表のとおりである。 
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１ 鳥取市の教育、児童・生徒数等の状況について 

（１）鳥取市の教育について 

鳥取市では平成２８年度に策定した「鳥取市の教育等の振興に関する大綱」の中で、「“ふるさとを思

い 志をもつ子”を育て、“夢と希望に満ちた次代”を“ひらく”！」を基本理念として掲げている。

この基本理念に基づき、具体的な方針を示す「鳥取市教育振興基本計画」を併行して策定し、子どもた

ちが、自らの道を選び社会へはばたいていくため、ふるさとへの思いや志をもち、たくましく活躍でき

る人づくりを進めるための推進施策に取り組まれているところである。また、「第１０次鳥取市総合計

画」では、「次世代の鳥取市を担う‘ひとづくり’」を重点施策の一番目に掲げ、社会を生き抜く力を育

む特色ある教育の推進や、学校・家庭・地域の連携による教育支援などに取り組むこととされている。 

鳥取市の特色ある教育施策の中に、平成２３年度から全中学校区で取り組まれている「小中一貫教育」

がある。小中学校が共に「特色ある学校づくり」の視点に立ち、学校、家庭、地域がより一層協働して

９年間を見通した教育を実践することで、学力の向上と学校不適応の解消が図られてきた。そして、中

学校区のもつ教育資源を 大限に活用し、家庭や地域と連携・協働する取り組みを推進させながら、教

育活動の質・量の拡充を継続的に図っているところである。さらに、平成２７年度からは、小学校から

中学校へ円滑に進学させるため、「小学校と中学校のはし渡し役」として小中学校兼務教員を配置し、

より実効性を高めた「小中一貫教育」を展開している。平成３０年度には、義務教育９年間の子どもの

学びや育ちをつなぐために、一人の校長の下、一つの教職員組織で、連続した指導や支援にあたること

のできる「義務教育学校」が県内で先がけて設置される。これにより、小中一貫校の湖南学園と福部未

来学園の校種が義務教育学校に変更され、鹿野小と鹿野中の統合校である鹿野学園が新たに義務教育学

校として設置されることになる。この他、平成２６年度より、学校と保護者、地域が力を合わせて学校

運営に取り組む「コミュニティ・スクール（※）」への移行が推進されており、現在２９校で取り組ま

れている。さらに、地域との協議による豊かな学びの創出、自治力の育成など、数校のパイロット校を

定めた取り組みが開始されている。 

また、学校規模における教育効果の面での課題解決に向けては、「鳥取市教育振興基本計画」に基づ

き、学校と地域と家庭が一体になり、子どもたちの育みはもとより地域の将来を見据え、各地域の実情

に応じた活力ある学校づくりを推進することとされている。そのため、保護者や地域の多様な思いを地

域全体の意向として集約していく「学校のあり方を考える検討組織」づくりを進め、そこで導き出され

た責任ある方向性を尊重するという基本姿勢を示している。平成２６年度に示された「新市域振興ビジ

ョン」の中でも、「将来の学校のあり方を地域で議論する組織づくり」の立ち上げが掲げられており、

学校と地域と行政がこれまで以上に結びつき、子どもたちの育ちを通しての「まちづくり」という視点

が明確にされている。 

 

※ コミュニティ・スクールには、保護者や地域住民などから構成される「学校運営協議会」が設けられ、そこで学校運

営の基本方針を承認したり、教育活動などについて意見を述べたりする取り組みが行われます。このたび、学校運営協

議会の設置の努力義務化やその役割の充実などを内容とする、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の改正が行

われ、平成２９年４月１日より施行されています。 
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（２）鳥取市の児童数・生徒数の推移について 

小中学校の児童数・生徒数は、昭和５８年度に小学校児童数が、昭和６２年度に中学校生徒数がピー

クに達し、その後は減少を続けている。小学校では、ピーク時の１７，３２７人に対して、平成２９年

度が９，８７０人（△４３．０％）、中学校では、ピーク時の８，６０４人に対して、平成２９年度は

４，８４６人（△４３．６％）となっている。 

今後も児童数・生徒数は減少傾向が見込まれており、特に中山間地域の学校で減少傾向が強い。一方

で市街地及びその郊外の一部の地域では、宅地開発等による増加が続いている（※１）。このような状

況から、小規模校の存続の問題と併せて、一方では将来的に一部の学校で教室数が不足する事態も想定

した対応を検討する必要が生じている。 

国立社会保障・人口問題研究所の人口推計（※２）によると、我が国の人口は平成２７（２０１５）

年の国勢調査時点の１億２，７０９万人を出発点として、平成５２（２０４０）年の１億１，０９２万

人（人口増加率：△１２．７％）を経て、平成６５（２０５３）年には１億人を割って９，９４２万人

となり、平成７７（２０６５）年には８，８０８万人（人口増加率：△３０．６％）になるものとされ

る。鳥取市に目を向ければ、平成２２（２０１０）年に１９万７千人だった人口が、平成５２（２０４

０）年には１５万６千人（人口増加率：△２０．８％）となり、学校の小規模化は免れないと言えよう。 

 

※１ 「第２回校区審議会資料Ｐ5～6」を参照 

※２ 出典：国立社会保障・人口問題研究所 「日本の将来推計人口（平成 29年推計）」及び「日本の地域別将来推計

人口（平成 25年 3月推計） 
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児童数（人）

年度

鳥取市小学校児童数及び学校数の推移

学校数 人数

学校数（校）

予想実数

備考

※ Ｈ２９までの実数は、毎年度５月１日現在の市立小学校の児童数

※ Ｈ３０以降の入学児童数は、市内に住所を有する出生者数から鳥取大学附属小学校定員70人/学年を差し引いた人数

※ 住民基本台帳の数値を参考とする

青谷地域の５小学校

が、１小学校に統合し

たため減少

3



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 審議の根拠となる学校配置と校区設定の基準 

 

平成２７年１月２７日、文部科学省は「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引（以

下、『手引』という。）」を策定した。これは公立小中学校の統廃合に関する基準を５９年ぶりに見直した

ものである。学校規模についてはクラス替えが可能となる１２～１８学級が適正規模（学級数が 1～１１

クラスの学校は速やかに統合を検討すべき学校とする）、通学時間はこれまで３０分以内であったものが

スクールバスや交通機関を使うことを前提とし、１時間とすることが示されている。教育レベルを維持し、

適正規模にするために学校統合を基本とした内容となっている。 

一方、離島や山間部など通学距離が遠すぎる、統合後も過疎化の進行により適正規模の維持ができない、

コミュニティの拠点として学校を中心とした地域振興に取り組むなど、諸事情のため学校統合が困難な小

規模校については存続させるという方向性も示している。 

鳥取市では、第９期から議論を重ね、第１０期（平成２２年８月）において、国の基準（１９５６年）

を基にした独自の基準をすでに公表している。この基準の中で、学校の標準規模（※1）や通学区域に関

する基準（※2）に、地域コミュニティとの関係性、歴史的背景といった地域特性を踏まえて総合的な判

断を行うこととしている。 

文部科学省と鳥取市の基準については、次頁の「校区編成（学校統廃合）に関する取り組みについての

対比表」を参照されたい。 

 

※１ 学校教育法施行規則 第４１条 

※２ 義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律施行令 第４条 
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生徒数（人）

年度

鳥取市中学校生徒数及び学校数の推移

学校数 人数

学校数（校）

予想実数

備考

※ Ｈ２９までの実数は、毎年度５月１日現在の市立小学校の児童数

※ Ｈ３０以降の入学生徒数は、市立小学校からの進学児童数から、鳥取大学附属中学校入学時募集定員70人/学年及び青翔開智中学校定員40人/

学年を差し引いた人数

※ Ｈ３６以降の入学生徒数は、市内に住所を有する出生者数から、鳥取大学附属小学校定員70人/学年、鳥取大学附属中学校入学時募集定員70

人/学年及び青翔開智中学校定員40人/学年を差し引いた人数

※ 住民基本台帳の数値を参考とする

用瀬中学校と佐治中

学校が統合し、千代南

中学校が開校したため

１校減少
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文部科学省 鳥取市教育委員会

中央教育審議会　初等中等教育分科会 第１３期鳥取市校区審議会

「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引」
「第１０期校区審議会中間報告」「第１１期校区審議会中間とりまとめ」「第１２期校区審議会中間まとめ」「第１３期
校区審議会中間まとめ」

平成２７年１月２７日
平成２３年８月２６日(第１０期)、平成２５年１月１１日(第１１期)、平成２７年４月６日（第１２期）、
平成２９年１０月３１日（第１３期）

小学校 ８学級以下※ ５学級以下

中学校 ５学級以下※ ５学級以下

小学校 大規模：２５～３０学級、過大規模：３１学級以上 大規模：２５学級以上

中学校 大規模：２５～３０学級、過大規模：３１学級以上 大規模：２５学級以上

小学校 概ね４ｋｍ以上 概ね４ｋｍ以上

中学校 概ね６ｋｍ以上 概ね６ｋｍ以上

概ね１時間以内（スクールバス利用も可） 概ね１時間以内（スクールバス利用も可）

通学路に危険がある

狭い範囲に学校が集中している
（全市的な視点で通学面で不均衡が生じている状況）

校区と自治会が整合しない

地域から要望のある校区

国として市町村の主体的な検討、取り組みを支援するための参考資料として「手引」を作成。最終判断は学校設
置者である市町村。市町村は保護者や地域住民と課題を精緻に分析し、その結果の共有を行ったうえで「最善の
選択」につなげていただきたい。

【鳥取市の考え方】（鳥取市教育振興基本計画（平成２８～３２年度）より抜粋）
　学校と家庭と地域が一体になり、子どもたちの育みはもとより地域の将来を見据え、各地域の実情に応じた活力
ある学校づくりを推進します。そのため、本市としては、保護者や地域の多様な思いを地域全体の意向として集約
していく、「学校のあり方を考える検討組織」づくりを進め、そこで導き出された責任ある方向性を尊重するという基
本姿勢に立っています。
　さらに、国及び本市の学校の適正規模・配置の基準や、本市の公共施設全体に関する将来的な公共施設のあ
り方を示す「鳥取市公共施設の経営基本方針」に基づき、地域と情報共有し、連携を深めながら学校のあり方を検
討します。

【鳥取市校区審議会の考え方】
　本審議会の中間まとめを広く市民に周知し、校区についての現状・課題やその解決方法など学校のあり方を考
える上で必要な検討材料を提供し、各地域において学校のあり方を考える機運を高めることが重要だと考える。
そのため、地域において「学校のあり方を考える検討組織」づくりを推進し、地域の子どもたちの将来を見据え十
分な議論がなされた結果については、基本的に尊重することとしている。校区審議会としては、地域の意見を把握
しながら、適切な校区編成について全市的な視点で議論し、教育委員会に対し答申を出すこととしている。

教育の機会均等とその水準の維持向上という義務教育の本旨からも小規模教育のメリットを最大化するととも
に、デメリットを最小にする工夫を積極的に講じていく必要がある。

教育の機会均等とその水準の維持向上という義務教育の本旨からも小規模教育のメリットを最大化するととも
に、デメリットを最小にする工夫を積極的に講じていく必要がある。

小規模校転入制度の導入
小中一貫校への移行
コミュニティ・スクールの導入
ICT情報環境網の整備（TV会議システムを利用した他校との授業）
特色のあるカリキュラム編成
授業への地域住民の参画（国語や総合学習でのディスカッション等）

小規模校転入制度の充実
小中一貫校（義務教育学校及び小中一貫型小学校・中学校）への移行
コミュニティ・スクールの導入
ICT情報環境網の整備（TV会議システムを利用した他校との授業）
特色のあるカリキュラム編成
小小連携、中中連携の強化と集合授業
地域に特化した授業（ふるさとカリキュラム）の実施

※は速やかな検討が必要とされているものを記載した。

校区編成（学校統廃合）に関する取り組みについての対比表

所管

審議機関

資料名

公表時期

学校配置

地域

校
区
再
編
へ
の
取
り
組
み

校区編成の方針決定までの考え方

小規模校

存続することについて
の考え方

存続に向けての具体
的な施策例

検
討
が
必
要
と
な
る
目
安

学校規模

小規模

大規模

適正配置

通学距離

通学時間

通学路
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（１）学校規模に関する基準 

国では適正な学校規模を「１２学級～１８学級」と位置付けているが、鳥取市では、学校の現状や

規模による教育効果等を踏まえ、学校の標準規模を小学校・中学校ともに「６学級～１８学級」とす

る。 

 

 

 

（２）通学区域に関する基準 

 [基準] 

国の規定である「小学校：4ｋｍ、中学校：6ｋｍ」を基に、通学に要する時間を 1時間以内として、

交通手段や安全性も考慮しながら検討する。 

 

（３）適正配置に関する基準 

［基準］  

学校規模に関する基準、通学に関する基準などの指標を基に、地域の特性や歴史、地域コミュニテ

ィ、災害時避難所活用、学校の施設改修計画等も含め総合的に判断する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※中央教育審議会 初等中等教育分科会 小・中学校の設置・運営の在り方等に関する作業部会（平成 20.12.2）第 8 回資料を参照）
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３ これまでの審議概要 

 

（１）徳尾・古海地内分譲宅地造成工事に伴う開発予定地における通学区域について 

平成２８年１０月、鳥取市教育委員会に徳尾・古海地内分譲宅地造成工事に伴う開発行為の事前協議が

あり、通学区域について確認したところ、中学校区については高草中学校、小学校区については大正小学

校と世紀小学校と、２つの学校区に分かれることが判明した。このことから、通学路、地域との関わり等

を鑑み、当地域の通学区域をどのようにすべきか鳥取市教育委員会から意見を求められた。 

校区審議会は、当該開発予定地の視察を実施し、「子どもたちの育ち」、「通学面」、「地域とのつながり」

の３つの視点に鑑み審議を経て、当該開発予定地のうち、現行世紀小学校区となっている部分を、大正小

学校区に移すことが望ましいという意見で全会一致し、その旨を鳥取市教育委員会へ報告した。 

その後、平成２９年２月の定例教育委員会において、協議を経て、「鳥取市立小学校及び中学校の通学

区域に関する規則」の一部改正が行われ、平成２９年４月から施行されている。 

 

 

（２）江山中学校区の学校のあり方について 

美和小は標準規模を維持する見込みであるが、神戸小及び江山中は小規模校という位置づけであり、中

学校区全体で考えると児童生徒数も減少傾向にある。特に神戸小学校は複式学級となっており、子どもの

教育環境を保障するうえでも対応が必要であるとされてきた。 

平成２７年５月に、神戸小校区では「かんどの教育を考える会」が設立され、地区住民への現状説明会

や全住民アンケートの実施などを通じ、学校のあり方について検討を重ねてこられた。平成２８年７月に

は、教育委員会に「近隣小中学校との小中一貫校又は近隣小学校との統合等を望む」旨の要望書を提出さ

れたところである。 

「かんどの教育を考える会」の要望書を受け、平成２８年１０月に、美和小及び江山中の学校関係者、

保護者、美穂・大和地区の代表者等により、神戸小を含め江山中校区の学校のあり方を検討する「江山校

区の学校のあり方を考える会」が設立された。その後、先進地視察、美穂・大和地区住民へのアンケート

の実施、アンケート結果報告説明会の実施などを通じ検討が行われ、平成２９年９月には、「神戸小・美

和小・江山中の３校による小中一貫校設立の検討を望む」旨の要望書が提出された。 

校区審議会では、神戸小校区について早めに結論を出す必要があるとし、「かんどの教育を考える会」

の役員との意見交換、神戸小学校での授業参観・教職員からのヒアリング、美和小・江山中との位置把握

の実施などを通じ、的確な状況把握に努めながら審議を行っている。審議の中で、神戸小については一刻

も早く小学校の小規模化を解消する必要があるとし、近隣の美和小と早期に統合することが望ましいとい

う意見で一致しているところである。 

また、江山中については、小規模化に伴って懸念される教育効果の課題解決に向けて、小中一貫校のみ

ならず、一定の生徒数を確保するために近隣他地域を視野に入れた校区再編なども考慮すべきとしている。

「江山校区の学校のあり方を考える会」で集約された内容を踏まえ、どのような子どもを育てていくべき

か、そのためにどのような教育を行っていくべきかという議論も併せて行い、答申することとしている。 
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（３）千代川以西エリアの学校のあり方について 

八千代橋西詰側に位置する当地域は、昭和５０年代から始まった民間の宅地開発や土地区画整理事業で

宅地化が進んだことで、校区のあり方として合理的でない状況になっている。すなわち、小学校区の境界

が町界や主要な道路によらず複雑な形状になっていること、及び城北小の校区としている地域については、

小学校への通学距離が世紀小や大正小への距離より長く、八千代橋を渡って通学しなければならないこと

が主な問題である。また、城北小校区については中学校区が北中であり、校区の形状・学校の配置として

は適切とは言えない。さらに、公民館の区域が小学校とは異なることもあり、地域活動の面などでも改善

が必要である。このような状況を改善する対策を講ずる必要があるが、地域の中には現在の校区編成を支

持する方もあり、解決を得られる施策が必要である。また、第１２期の校区審議会の中間答申（平成２７

年１１月）によると、児童生徒に八千代橋を渡って通学させることについて、通学における安全や負担を

考慮すると課題があるとし、保護者や関係者から丁寧な聴き取りを行い、今後の も望ましい校区のあり

方についてじっくりかつ早急に意見交換し、慎重かつ迅速に合意形成をはかることが肝要である旨が指摘

されている。さらに、仮に世紀小・大正小・高草中に通学させる場合においても、通学路の安全面に課題

があるとしている。 

第１３期校区審議会は、第１２期の中間答申をもとに、城北小学校での通学面や学校運営面等における

ヒアリング、八千代橋の視察、千代川以西エリアの通学路確認、学校（大正小、世紀小、高草中）の位置

確認を行った上で審議しているが、千代川を渡り長い距離を通学させることは、児童生徒の安全や通学に

要する負担を考えると相当のものであると認識している。したがって、当地域については、児童生徒の安

全・安心を 優先事項とすることを確認した。 

また、城北小の児童数増加に伴う教室不足も懸念されており、平成２９年度時点の児童数推計によると、

平成３３年度には現校舎における児童受入の限界を超える２３学級（全校児童数６９４人）に達する見込

みで、その後も増加していくことが予測される。 

さらに、広範囲で複雑な歴史的な背景もあり、校区のあり方について地域には様々な意見があることが

想定されることから、校区審議会としては、地域の意見も把握しながら議論し、任期中（平成３０年６月）

に答申し、現城北小校区の望ましい校区のあり方について方向性を示すことを目標としている。 

 

 

 

 

 

 

江山中学校エリアの児童生徒数の推移

児童・ 児童・ 児童・ 児童・

生徒数 生徒数 生徒数 生徒数

小学校 神戸小 ３４名 ４学級 ２４名 ４学級 １７名 ４学級

小学校 美和小 １４８名 ７学級 １４３名 ６学級 １２９名 ６学級

中学校 江山中 ８８名 ３学級 ７２名 ３学級 ６３名 ３学級 ７６名 ３学級

平成４１年度

学級数
区分 学校名

平成２３年度 平成２９年度 平成３５年度

学級数 学級数 学級数

千代川以西エリアの児童生徒数の推移

児童・ 児童・ 児童・

生徒数 生徒数 生徒数

小学校 城北小 ５８１名 ２０学級 ５９４名 ２０学級 ７５９名 ２６学級

小学校 大正小 １２７名 ７学級 １５４名 ６学級 １８７名 ９学級

小学校 世紀小 ４８０名 １７学級 ３３９名 １２学級 ４５３名 １７学級

区分 学校名

平成２３年度 平成２９年度 平成３５年度

学級数 学級数 学級数
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（４）他のエリア等に関する現状と課題 

① 全エリア 

鳥取市では、学校と家庭と地域が一体になり、子どもたちの育ちはもちろんのこと、地域の将来を見据

え、各地域の実情に応じた活力ある学校づくりを進めることとしている。平成２８年４月に策定された「鳥

取市教育振興基本計画」では、保護者や地域の多様な思いを地域全体の意向として集約していく、「学校

のあり方を考える検討組織」づくりを進め、そこで導き出された責任ある方向性を尊重することが明記さ

れている。 

現在、鳥取市では福部地域、明治地域、鹿野中校区、青谷中校区、逢坂小校区、神戸小校区、江山中校

区で「学校のあり方を考える検討組織」が立ち上がっており、その他の校区でも立ち上げに向けての動き

が見られている。また、市内２９校が、学校と保護者、地域が力を合わせて学校の運営に取り組むための

「学校運営協議会」を設置するコミュニティ・スクールとなっている。これにより、地域と一体となって

子どもたちを育む「地域とともにある学校」に転換することで、地域ならではの創意や工夫を活かした特

色ある学校づくりが進められている。 

学校のあり方の議論のみならず、地域の学校活動への参画、地域のニーズに合った特色のある教育活動

など、今後、魅力ある学校づくりを進めていくうえで、すべての学校で学校、保護者、地域との協働が必

要となる。その為には、鳥取市教育委員会が、全ての学校で「学校のあり方を考える検討組織」が立ち上

がるように支援するなど、努力すべきと考える。 

 

② 気高中学校エリア 

気高地域の逢坂小、瑞穂小、宝木小は児童数が減少傾向であり、小規模化に伴う教育効果が懸念される

ため、将来を見据えた対応策を早期のうちから検討する必要がある。 

逢坂小校区では、平成２６年１１月に、逢坂むらづくり協議会、小・中学校保護者、学校長等により、

小学校の今後のあり方を考えるため、「逢坂の教育を考える会」が設立された。その後、保護者会組織と

の意見交換会や住民座談会の開催、住民アンケートの実施などを通じ検討が行われ、平成２９年８月には、

「気高町内の小学校と新設統合を望む」旨の要望書が提出された。 

 今後、気高町内の他地域においても、「学校のあり方を考える検討組織」づくりを行っていただき、地

域の子どもたちのために将来を見据えた学校のあり方の議論が行われることを期待する。 

校区審議会としては、逢坂小のみならず、児童数が減少している瑞穂小、宝木小、さらには浜村小や新

たに改築された気高中を含め、教育環境や教育内容を考慮した校区のあり方について議論することとして

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

気高中学校エリアの児童生徒数の推移

児童・ 児童・ 児童・ 児童・

生徒数 生徒数 生徒数 生徒数

小学校 宝木小 ８７名 ６学級 ７０名 ６学級 ７３名 ６学級

小学校 瑞穂小 ４０名 ４学級 ４５名 ５学級 ５０名 ５学級

小学校 浜村小 ２５３名 １２学級 ２１１名 １０学級 ２３３名 １１学級

小学校 逢坂小 ４９名 ５学級 ３０名 ４学級 ３５名 ４学級

中学校 気高中 ２４２名 ９学級 ２０４名 ６学級 １７２名 ６学級 １８５名 ６学級

区分 学校名

平成２３年度 平成２９年度 平成３５年度 平成４１年度

学級数 学級数 学級数 学級数
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③ 中心市街地エリア 

中心市街地の小学校は学校間の距離が短く、特に久松小、醇風小、遷喬小は近接している。遷喬小につ

いては、将来的に児童数が減少し、平成３５年には７６名となることが見込まれている。 

このようなことから、校区審議会の中では、市全体の均衡の視点からも、児童数が減少していく中で中

心市街地の校区を再編すべきとの意見もある。また、学校と地域のつながりなどの視点も含めて検討が必

要との意見もある。したがって、これらの意見を含めた幅広い見地に立ち、周辺の小学校区や中学校区の

再編にも関連することから、慎重かつ具体的な校区再編の方法について議論することとしている。 

 

④ 河原中学校エリア 

河原地域の西郷小、散岐小は児童数が減少傾向であり、小規模化に伴う教育効果が懸念されるため、将

来を見据えた対応策を早期のうちから検討する必要がある。 

校区審議会としては、児童数が減少している西郷小、散岐小のみならず、河原第一小や新たに改築され

た河原中を含め、教育環境や教育内容を考慮した校区のあり方について議論することとしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中心市街地エリアの児童生徒数の推移

児童・ 児童・ 児童・

生徒数 生徒数 生徒数

小学校 久松小 ２９１名 １１学級 ２６６名 １２学級 ２４０名 １０学級

小学校 醇風小 ３３２名 １２学級 ２７０名 １１学級 ２４８名 １２学級

小学校 遷喬小 １３６名 ６学級 １０５名 ６学級 ７６名 ６学級

小学校 日進小 ２４１名 １１学級 ２８５名 １２学級 ２５０名 １１学級

小学校 富桑小 １３２名 ７学級 １６３名 ７学級 １８４名 ８学級

小学校 明徳小 １４５名 ６学級 １５５名 ６学級 １４５名 ６学級

小学校 美保小 ５９８名 ２０学級 ６４８名 ２２学級 ７０３名 ２３学級

区分 学校名

平成２３年度 平成２９年度 平成３５年度

学級数 学級数 学級数

河原中学校エリアの児童生徒数の推移

児童・ 児童・ 児童・ 児童・

生徒数 生徒数 生徒数 生徒数

小学校 河原第一小 ２０４名 ８学級 １９９名 ７学級 １７４名 ７学級

小学校 西郷小 ６８名 ６学級 ３３名 ５学級 ２７名 ４学級

小学校 散岐小 ７８名 ６学級 ６９名 ６学級 ５９名 ６学級

中学校 河原中 １８８名 ７学級 １６３名 ６学級 １４１名 ６学級 １０８名 ５学級

平成４１年度

学級数 学級数 学級数 学級数
区分 学校名

平成２３年度 平成２９年度 平成３５年度
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⑤ 小規模小学校 

いずれの小学校においても今後６学級以下となる見込みであり、将来的にはさらに減少することも推測

され、小規模化に伴う教育効果が懸念されるため、将来を見据えた対応策を早期のうちから検討する必要

ある。 

明治小では「学校のあり方を考える検討組織」が立ち上がっているが、他の小学校区においても小学校

単位で議論を積み重ね方向性を決定する必要がある。文部科学省が策定した『手引』によると、教育の機

会均等とその水準の維持向上という義務教育の本旨から学校統合を基本としながらも、一方で山間僻地、

離島といった地理的要因、過疎地など学校が地域コミュニティの存続に決定的な役割を果たしているとい

った小規模校を存続することについても触れている。なお、鳥取市では、小規模校の特色を活かした教育

が他の校区の児童生徒にも受けられるように、一定の条件のもと入学・転学を認める「小規模校転入制度」

を平成１７年から実施している。着実に受入者数を増やしている学校もあり、既に実施されている遠距離

等通学費補助金制度の他、教育面や通学面での支援を通じ、さらなる取り組みの充実を図られたい。 

校区審議会としては、教育環境や教育内容、地域の特性を考慮した校区のあり方について議論すること

としている。 

 

 

小規模小学校の児童生徒数の推移

児童・ 児童・ 児童・

生徒数 生徒数 生徒数

小学校 東郷小 ３２名 ４学級 ２８名 ４学級 ２０名 ４学級

小学校 明治小 ３１名 ４学級 ３０名 ４学級 １６名 ２学級

小学校 佐治小 ７８名 ６学級 ４８名 ５学級 ３５名 ４学級

区分 学校名

平成２３年度 平成２９年度 平成３５年度

学級数 学級数 学級数
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